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まえがき＝鋼構造建築物に使用される鉄骨梁には，塑性
変形能力が求められる。梁が地震などの荷重を受けた際
に，上フランジが圧縮され座屈すると，梁が梁材軸の直
交方向へはらみだす現象が発生することがある（図 1）。
この現象は横座屈と呼ばれている。横座屈が発生する
と，耐力が急激に低下するため，必要な塑性変形能力を
確保することができない。そのため，梁には必要に応じ
て，横座屈を防止するための補剛材が設けられている。
　いっぽうで，梁にはコンクリート床（以下，床スラブ
という）が頭付きスタッド（以下，スタッドという）に
より接合されていることが一般的である。床スラブによ
って，上フランジが拘束されることで，上フランジの構
面外方向の変形および梁材軸まわりの回転が拘束され，
横座屈が発生しにくくなる（図 2）。この横座屈補剛効
果を定量的に見込むことができれば，補剛材を省略する
ことが可能になる。
　床スラブの横座屈補剛効果については，これまで種々
の研究が行われている（例えば文献 1）。しかしながら，
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図 1   鉄骨梁の横座屈
Fig.1   Lateral buckling of steel beam

図 2   床スラブの上フランジ拘束効果
Fig.2   Stiffening effect of the slab
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超高層建築物で適用される大断面梁など梁幅方向に複数
行のスタッドが配置される場合の検討例は少ない。ま
た，崩壊形式（横座屈または局部座屈）の判定が可能で，
崩壊形式に応じた塑性変形能力が評価可能な手法の提案
例は少ないと言える。
　そこで，当社は，聲高ら2）および五十嵐ら3）～6）の研
究を参考にし，あらたに床スラブの補剛効果確認のため
の梁－床スラブ接合部の要素実験，架構実験および有限
要素法解析を実施して，梁の塑性変形能力予測手法を構
築した。構築した評価手法は，「神戸製鋼所の横座屈補
剛工法」として，2022年12月に（一財）日本建築総合
試験所の建築技術性能証明を取得した。
　本工法の特長は，（1）スタッドが梁幅方向に複数行
配置される場合の剛性を設計に反映できること。（2）
崩壊形式（横座屈または局部座屈）に応じた塑性変形能
力評価が可能なことなどである。
　床スラブの上フランジ拘束効果を活用した横座屈補剛
工法により補剛材の省略が可能となると，補剛材に伴う
製作や施工の合理化につながり，建築業界の生産性向上
の一助になると考えている。
　本稿では，本工法の開発にあたり実施した梁－床スラ
ブ接合部の実験，架構実験，有限要素法解析について述
べる。

1．横座屈補剛工法の概要

　本章では，本工法の開発にあたり参考とした研究およ
び本工法の概要について述べる。
　文献 2 では，床スラブによる上フランジの拘束効果が
検討されている。短い梁と床スラブだけからなる試験体
の要素実験を行っている。剛性や最大耐力に関する既往
の評価式と実験結果の比較を行い，あらたな評価式を提
案している。
　文献 3 では，上フランジを梁材軸まわりに対して連続
完全拘束された梁の弾性座屈性状についてエネルギー法
を用いて理論的に解析している。また，梁両部材端の境
界条件やモーメント勾配を考慮した弾性横屈耐力評価式
を提案するとともに，横座屈と局部座屈の連成座屈の弾
性座屈耐力算定法を掲示している。文献 4 では，上フラ
ンジが連続完全拘束された場合の横座屈耐力上昇を整理
できる新たな断面形状指標Tsを提案している。さらに，
上フランジに対する拘束が相対的に弱く，梁構面外方向
の水平変位や梁材軸まわりの回転が発生する場合を対象
として，連続完全拘束時からの拘束度合の低下を反映し
た弾性横座屈耐力算定法および塑性変形性能に応じた必
要補剛力を掲示している。文献 5 では，梁の繰返し載荷
実験を実施し，上フランジに対する拘束が梁の弾塑性挙
動および崩壊形式に与える影響を明らかにするととも
に，塑性変形性能の評価手法を提案している。文献 6 で
は，無拘束で崩壊形式が局部座屈となる梁の塑性変形性
能について幅厚比指標WFを用いて評価する方法を提案
している。
　本工法における床スラブの補剛効果の評価方法は，文
献 2 に基づいている。開発にあたり，超高層建築物など

で適用される大断面梁も工法の適用対象とするため，梁
幅方向に複数行のスタッドを配置した場合の実験を追加
で行った。
　床スラブの補剛効果に応じた弾性横座屈耐力の算定，
塑性変形能力確保に必要な補剛量の考え方は，文献 3 お
よび文献4に基づいている。本工法の弾性横座屈耐力は，
式（1）で算定する。

　　Mcr＝βR（α1Mcre＋α2Mcrm'）……………………………（1）

　ここで，
　　Mcr	 ：本工法を適用する梁の弾性横座屈耐力

（kNm）
　　Mcre	 ：無拘束時弾性横座屈耐力（kNm）
　　Mcrm'	 ：上フランジを連続完全拘束されたH形鋼の

弾性横座屈耐力の最小値（kNm）
　　α1,α2	：境界条件や応力勾配で決まる定数
　　βR	 ：低減係数
　崩壊形式の判定，崩壊形式ごとの塑性変形能力の評価
は，文献 5 および文献 6 を参考とした。架構実験，有限
要素法解析の結果より，崩壊形式は，WF/λbが1.4以下
の場合は横座屈，1.4超は局部座屈となる。それぞれの
崩壊形式における塑性変形能力は式（2），（3）で求める。

　　横座屈の場合：R＝110（0.65－λb）2………………（2）
　　局部座屈の場合：R＝32（1.0－WF）2… …………（3）

　ここで，
　　R	 ：塑性変形倍率（最大耐力を超え全塑性モーメ

ントまで耐力が低下した時点）
　　λb	 ：一般化細長比
　　WF	 ：幅厚比指標

2．構造実験による検証

　本章では，本工法の開発にあたり実施した構造実験に
ついて述べる。
2. 1　梁-床スラブ接合部の要素実験
　文献 2 では，鋼梁と床スラブの接合部のみを取り出し
た要素実験を行い，主に梁幅方向に 1 行のスタッドを配
置した場合の力学的挙動を確認している。しかし，大断
面梁においては梁幅方向に複数行のスタッドを配置する
ことが多く，この場合についての検討は不十分である。
　本工法の開発にあたって，スタッドの配置を主なパラ
メータとした梁－床スラブ接合部の要素実験を行い，モ
ーメント－回転角関係における弾性剛性と最大耐力に関
して，梁幅方向に複数行のスタッドが配置された場合に
も適用できるように文献 2 の算定法を修正した。
　なお，本検討結果の詳細は，文献 7 にまとめているた
め，そちらも参考にされたい。
　試験体は，図 3 に示すように梁と床スラブをスタッ
ドで結合したもので，表 1 に示す34体である。表 1 中
のGr.番号に対応して以下の 6 グループのパラメータを
設定した。

【1】梁幅方向のスタッドの配列
梁幅方向のスタッド本数と位置の影響を確認
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【2】デッキプレートの形状と向き
合成デッキとフラットデッキを用いた試験体とし，
その影響を確認。合成デッキについては梁材軸に
対する合成デッキの溝の向きの影響を確認

【3】片側スラブのへりあき距離
片側スラブを模した試験体とし，片側スラブのへ
りあき距離の影響を確認

【4】梁材軸方向のスタッドの配列
梁材軸方向のスタッドのピッチの影響を確認

【5】片側スラブ+梁材軸方向のスタッドの配列
片側スラブのへりあき距離と梁材軸方向のピッチ
の影響の確認

【6】コンクリートの種類
普通コンクリートを用いた試験体とし，1 種軽量コ
ンクリートとの差異を確認

　スタッドの寸法はφ19 mm×100 mmであり，配置は
図 4 に示すように梁幅方向に最大 4 行，梁材軸方向に最
大 2 列としている。コンクリートは，1 種軽量コンクリ
ートを基本としているが，1 体（1c× 1_NC試験体）の
み普通コンクリートとしており，設計基準強度はともに
18 N/mm2である。梁はすべての試験体で共通とし，ウェ

ブとフランジの面外変形を拘束するためにフランジ厚を
50 mmとし，さらに厚さ 9 mmのスチフナを100 mm
間隔で設けている。
　試験体は，図 5 に示すように上下を反転させ，ボル
トによって床スラブを反力床に固定する。反転させた試
験体の上に，スチフナを有するH形鋼ジグを高力ボルト

図 3   試験体形状
Fig.3   Test specimen

表 1   試験体一覧
Table 1  List of test specimens

図 5   試験体および試験装置
Fig.5   Test specimen and test set-up

図 4   スタッドの配置の例
Fig.4   Examples of stud layout
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で緊結することで，上フランジ表面から水平力を与える
油圧ジャッキ芯までの距離（梁せいに相当）を1.09 m
としている。
　回転剛性に関して，文献 2 の算定方法を修正した計算
結果と実験結果の比較を示す。修正した算定方法は式

（4）である。梁幅方向に複数行のスタッドを有する場
合の回転剛性Kscは，スタッドのコーン状破壊面の有効
水平投影面積Aciの欠損を考慮することで算定すること
としている（図 6）。
　　Ksc=∑n

i=1（KSi
－1+Kci

－1）－1）……………………………（4）
　　　KSi =E･As･bsi2/ls
　　　Kci =Ee･Aci･bsi2/40･ls 
　ここで，
　　Ksi	：i番目の頭付きスタッドの伸びによる回転剛性
　　Kci 	：i番目の頭付きスタッドのコンクリートの変形

による回転剛性
　　E	 ：鋼材のヤング係数

　　As	 ：頭付きスタッドの軸部断面積
　　bsi 	：回転中心から梁幅方向 i行目の頭付きスタッド

中心までの距離
　　ls	 ：頭付きスタッドの首下長さ
　　Ee	：コンクリートのヤング係数
　　Aci	：梁幅方向 i行目の頭付きスタッドのコーン状破

壊面の水平投影面積
　図 7 に，回転剛性の実験結果と式（4）の計算結果を
比較して示す。図 7 中の一部で，実験結果の記載がない
ものは，回転剛性が負値を示したことや，初期サイクル
で最大耐力を迎えたことで剛性を算定できないためであ
る。図 7 より，計算結果は実験結果とおおむね良い対応
を示していることが分かる。
2. 2　架構実験
　崩壊形式の判定，崩壊形式ごとの塑性変形能力の評価
の妥当性検証のため，架構実験を実施した。
　図 8 に試験装置および試験体を示す。試験体は，全
塑性モーメントに達した後に終局をむかえるように弾性
範囲では横座屈または局部座屈しない部材断面に設定し
た。実大寸法の 1/2.5程度を想定した縮小試験体であり，
柱の反曲点間を想定した 1 層 1 スパンの直交梁付きの部
分骨組架構である。試験体に設ける床スラブは鉄骨梁お
よび直交梁の上フランジと頭付きスタッドで接合した。
　表 2 に試験体一覧を示す。実験因子は一般化細長比λb

（0.42～0.59）およびスタッド間隔（80 mm，200 mm，
400 mm）とした。ここでλbは文献 3 に基づき算定して
おり，梁せい（400 mm，600 mm）および梁フランジ幅

（130 mm，150 mm，180 mm）を変化させることで対応

図 9   載荷プログラム
Fig.9   Loading program

図 6   コーン状破壊面の有効水平投影面積
Fig.6   Effective horizontal projected area of cone-shaped failure

図 7   回転剛性Kscの比較
Fig.7   Comparison of Ksc

図 8   試験体および試験装置
Fig.8   Test specimen and test set-up
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した。またλbは文献 3 に示される幅厚比指標WFを加味
し，文献 5 に基づく崩壊形式が横座屈（AC59-200，
AC59-400，AA42-80）もしくは局部座屈（AC45-200，
AC45-80）となる部材断面を選定した。400 mmと200 
mmのスタッド間隔は，文献 8 に示される合成率が，そ
れぞれ0.5程度，1.0程度となるよう設定した。またスタ
ッド間隔を80 mmとした試験体は，実大構造物におけ
る一般的なスタッド間隔の 1/2.5とすることを意図して
設定した。
　床スラブは厚さ60 mmで軽量 1 種コンクリート（目
標圧縮強度21 N/mm2）を用い，溶接金網（φ3.2@50，
SWM-P）を 1 段配筋とした。スタッドは径10 mm，長
さ40 mmとした。表 3 に材料試験結果を示す。
　試験は，試験体の柱下端をピン支持し，柱上端とピン
で接合した加力梁に水平方向の変位を与える方法とし
た。試験体の構面外の変形と柱のねじれ防止のために，
直交梁の先端に直交梁接続用治具を配置し，柱下端ピン
位置と同一レベル位置でピン支持した。
　図 9 に載荷プログラムを示す。R=（5, 10, 20, 30, 40, 
50）×10－3radで 2 回ずつ漸増繰返し載荷を行った後，
単調に正方向に水平力を与えることを原則としたが，試
験体の損傷状況を考慮しながら適宜サイクルを省略し，
崩壊形式を確認した。

　図10に，正側載荷時に下フランジに圧縮力が作用す
るA柱側（図 8 左側）の梁端曲げモーメントMabと回転
角 bθaの関係を示す。また，表 4 に実験結果一覧を示す。
表のRmaxはMmax時点での sθbを梁の全塑性モーメントMp

時の変形角θpで除して 1 を減じて算定した塑性変形倍率
であり，RはMpを超えた後に再びMpまで低下した時点
での塑性変形倍率である。なお sθbは骨格曲線における
梁端回転角である。
　表 4 に示すとおり，床スラブの上フランジ拘束効果に
より，最大耐力は 5 体の中でλbが最大（λb=0.59）であ
るAC59-200およびAC59-400の負曲げ側でもMpに達し
た。そのほかの試験体ではMmax／Mpは1.13～1.31となっ
た。なお，表中には圧縮材の細長比λyを付記する。
　塑性変形倍率Rは，AC59-200およびAC59-400のA柱
とB柱の平均値で1.37，1.09であり，スタッド本数の増
加に伴い塑性変形能力が向上していた。AC45-200およ
びAC45-80の比較でも同様の傾向がみられた。AC45-
200，AC45-80およびAA42-80ではRは 2 を超えていた。
　図11に本工法で崩壊形式が横座屈と区分されるもの
の塑性変形能力評価式，式（2）と実験結果の比較を，
同様に図12には，崩壊形式が局部座屈と区分されるも
のについて，式（3）との比較を示す。評価式と実験結
果は良い対応を示している。

図10  梁端モーメント－回転角関係
Fig.10  M-θ

表 2   試験体一覧
Table 2  List of test specimens

表 3   材料試験結果
Table 3  Mechanical properties
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3．有限要素法解析による検討

　本章では，前章で述べた構造実験を再現する解析モデ
ルの検討について述べる。また，実構造を想定した網羅
的な解析検討の一例を示す。
3. 1　架構実験の再現解析
　本節では，AC59-400およびAA42-80の再現解析につ
いて示す。解析モデルを図13に示す。解析モデルは試
験体と同じ形状寸法とするが，柱・直交梁・載荷装置類
を省き，梁の内法スパン部分のみをモデル化した。梁と
床スラブはシェル要素でモデル化した。回転バネの剛性
には，スタッド抜出しおよびフランジ面外変形を考慮し
た値を用いた。また，スタッドのコーン状破壊を想定し，
回転バネの回転角が所定の値に達すると曲げ耐力が 0 と
なるバネモデルを用いた。梁フランジと梁ウェブの材料
特性には実験と同様の繰返し載荷を精度よく再現できる
よう橋口モデルを用いた。
　初期不整形状は，逆対称曲げとなる強制回転変位を与
えた座屈固有値解析を行い，得られたモード形状に基づ

図14  梁端モーメント－回転角関係
Fig.14  M-θ

図11  R-λb

Fig.11  R-λb

図12  R-WF
Fig.12  R-WF

図13  解析モデル
Fig.13  Analysis model

表 4   実験結果
Table 4  Test results
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いて与えた。繰り返し載荷であるため，負側のモード形
状についても考慮し，モード形状を正負重ね合わせた形
状を初期不整形状として用いた。大きさは，面外変形が
最大となる下フランジ中央の節点において，面外変形が
L / 1000となる大きさとした。
　図14に解析より得られた負曲げ側の梁端モーメント
－回転角関係を実験結果と合わせて示す。実験結果と解
析結果は良い対応を示している。
3. 2　解析によるパラメトリックスタディ
　架構実験を再現可能な解析モデルにて，実構造を想定
したパラメトリックスタディを行い，塑性変形能力の評
価手法の妥当性を検討した。本節では，その一例を示す。
解析一覧を表 5 に示す。解析モデルは，9 ケースであり，
一般化細長比λbと幅厚比指標WF，梁の鋼種をパラメー
タとしたものを示す。
　解析結果と変形能力評価式の関係を図15に示す。（a）
には崩壊形式が横座屈となる場合のRとλbの関係を，（b）
には，崩壊形式が局部座屈となる場合のRとWFの関係
を示している。No.4 の梁形状の場合，補剛材の一般的
な必要間隔は 9 m程度である。No.4 の梁長さは18 mで
あるが，床スラブの上フランジ拘束効果により，R：3.2
を確保することが可能となっている。また，本工法の変
形能力評価式，式（2），（3）は解析結果を安全側に評
価することができていることが分かる。

むすび＝鉄骨梁の横座屈補剛工法の開発にあたり実施し
た実験および解析について述べた。本工法で予測される
塑性変形能力は，実験や解析の結果と良い対応を示すこ
とが確認された。
　鉄骨梁の横座屈補剛工法が今後の鉄骨の製作および施
工の合理化の一助となれば幸いである。
　本研究を進めるにあたり，五十嵐規矩夫教授，三井和
也准教授（以上，東京科学大学），聲高裕治教授（京都
大学），小野潤一郎氏，吉田和彦氏，木村征也氏，内田
衞氏，平井健太氏（以上，㈱日建設計）より貴重なご助
言を賜った。ここに深く感謝の意を示す。
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